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論 文 内 容 の 要 旨

本論文 は、「検察 の民主化」の概念 を中軸 として、刑事司法にお ける検察官 のあ り方 と検察権

の抑制のあ り方 とにっいて、理論的かっ体系的に分析 ・検討 した研究 であ る。 その骨子 は以下 の

通 りである。

(1)先 ず第1章 「検察官論の課題」において、本論文 は、検察官論 の課題および分析視 点を析

出す るため、第二次世界大戦後 のわが国の刑事司法 の基本的動 向と、その下での検察の問題 状況

の推移 とを分析す る。そ して、1960年 代に展開 された弾劾的捜査観、検察官公判専従論、 公訴権

濫用論等が 「検察 の民主化」実現の条件を一定程度生ぜ しめたにも拘 らず1970年 代以降検察 によ

り排斥 された ことを明 らかに し、「検察の民主化」が優れて現代的な改革課題 であ ることを確認

す る。その上で本論文 は、 この改革課題 の達成のため被疑者 ・被告人 の権利論 に立脚す る当事者

主義的検察官論 の確立を理論的課題 として設定 し、 この課題達成 のための指導的理念 を 「市民 の

公訴権」理念 に求 めるとい う理論的構想を提示 し、 この構想 の歴史的比較法的正 当性を論証 すべ

く ドイッ検察制度の歴史的分析へ と向うことを明 らかにす る。

(2)上 記問題意識 に基づ き、本論文 は、第2章 「検察制度の史的考察一 ドイ ッ検察制 度の史

的展開一 」において、19世 紀か ら現代 に至る ドイッ検察制度の歴史的生成 ・確立 ・展開過程を、

検察官の法的地位 をめ ぐる理論的 ・イデオロギー的な対立 ・葛藤 に焦点を当てて分析する。
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先ず同章第1節 「ドイッ検察制度の分析視 角」 において、本論文 は、1877年 の帝 国司法法典

(帝国刑事訴訟法及 び帝国裁判所構成法)制 定以降の ドイッ検察官論 の展開過程 を、1908年 刑事

訴訟法草案か ら1920年 刑事訴訟法草案に至 る時期、エ ミンガー改革(1924年)を 中心 とす る ワイ

マール後期、ナチス期、1950年 統一化法 に至 る戦後改革期、1964年 刑事訴訟法改正 の自由主義的

改革期、1974年 刑事訴訟法改正以降 の前面改正期の6時 期 に区分 して検討 を加 え る。 そ して、

1920年 刑事訴訟法草案 の起草者たる 」.ゴ ル トシュ ミットが検察官の当事者性(及 び補充的公衆

訴追主義)を 提唱 したのを除 き、「司法官一 非当事者性」論が圧倒的な主流 をな し各時期 の検

察官権力主義化を理論づ けて きた こと、その基層 をな したのが実体的真実主義 と職権主義 とであ

ることを明 らかにする。ではこの 「司法官一 非当事者性」論 は、 いかなる歴史的 ・イデオロギー

的性格を持っ ものとして、いかにして形成 されたのか。 この点の分析 に進むに当た り、本論文 は、

検察制度の 自由主義的性格 と 「法律 の番人性」理念の法治国家的性格 とを強調す る伝統的 ・通説

的分析視角(E.シ ュ ミッ トら)に 対 し、検察制度導入の根拠並びに検察官の法的地位の確立過

程 を、刑事司法改革 をめ ぐる国家 と市民 との対抗関係の中で分析、解明す るという分析視角が近

時G.ハ ーバー らにより提示 されていることを明 らかにした うえで、後者の分析視角に依拠すべ

きだとす る。

そ して同章第2節 「ドイッ検察制度 の生成過程」において、本論文 は、!9世 紀前半 の自由主義

的刑事司法改革要求の動 きの中で、C.J.A.ミ ッターマイヤー、H.A.ツ ァハ リーエ らが

刑事手続 の弾劾化論の上 に立 って検察官 を 「市民社会の代理人」として捉え、国家 一政府 か らの

独立性及 び被疑者 ・被告人 との対等 ・同質性を主張 し、 フランス的な 「法律 の番人」性 を排斥す

る自由主義的検察官論 を主張 したこと、 これに対 しラント政府(と くにプロイセ ン)は 、 「半 口

頭 ・半公開 ・半弾劾」主義導入の上 に立 って合法的裁判確保義務 と実質的弁護義務 とを内容 とす

るv.サ ヴィニーの 「法の番人」理念 に立脚 し検察制度を導入 した こと、これ によ り 「2人 の糾

問判事」が出現す る事態が生 じた ことを分析す る。そ してさらに本論文 は、検察制度導 入後、18

50年代半ば頃か ら検察官の法 的地位、起訴独 占主義、政府への検察官従属等の問題 をめぐり糾 問

主義的改革論(v.シ ュヴァルッェ)と 弾劾主義的改革論(F.v.ホ ルッェ ンドル フら)と が

対立 した ことを明 らかにする。

次いで同章第3節 において、本論文 は、上記対立が帝国司法法典 をめ ぐって も鋭 く現れ たが、

後者す なわち 「司法官一 非当事者性」論が貫徹 されたことを、検察官任命資格、裁判宮 に対 す

る監督権、利益上訴権(客 観義務)、 起訴独 占、上司指示の拘 束性等 の具体 的問題 に関す る帝 国

議会審議過程を丹念 にフォローしっっ分析する。

そ して同章第4節 において、本論文 は、「法 の番人」理念及 び 「司法官一 非 当事者性」論 を

自由主義的法治国家 における検察官論の系譜 に属す るものとして捉えるべ きでなく、帝国司法法
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典 において排斥 された 「行政官一 当事者性」論 こそ上記系譜 をひくものとみ るべ きで ある とし

た上で、検察宮論 を展開する際の歴史的比較法的視角 として、被疑者 ・被告人の権利主体性 の確

立 の観点か ら検察官 の 「行政官一 当事者性」を出発点 とし 「市民の代理人」「市民の公訴権」理

念 を中軸 とす る検察官論 を展開す ることの正当性を主張する。

(3)上 記考察 を経 た上で本論文 は、第3章 「検察官論 の展開」において、わが国 にお ける検察

官論 について批判的検討 を加える。先ず同章第1節 「当事者主義論 と検察官論一 準司法官論 ・

客観義務論批判」において、本論文 は、検察官準司法官論、検察官客観義務論(井 戸 田侃、松尾

浩也、岡部泰 昌 ら)を 批判的に検討 し、 それ らが検察権強化、疑似当事者主義化 に結 びつ く危 険

性 を指摘する。

次いで同章第2節 「『市民 の公訴権』理念 と私人訴追主義論」 において、本論文 は、近時主張

されている 「私人訴追主義」論(総 越溢弘 ら)、「公衆訴追主義」論(沢 登佳人 ら)、 「被害者訴追

主義」論(水 谷規男 ら)、「公衆性」「擁護者(政 府代理人)」 論(指 宿信)、 「理念 と しての私人訴

迫主義」論(小 山雅亀)等 に検討を加 えた上で、①被疑者 ・被告人 との対等 ・同質の当事者性 の

導 出、②濫訴抑制手続の導出、③独立性 ・法律家性の導出という現代的課題の全 てに応え得 るも

の として 「市民 の代理人」「市民の公訴権」の理念が正当であることを主張す る。 そ して この観

点 か ら同章第三節 「付審判制度 と 『市民の公訴権」理念一 付審判制度活性化 の基礎視点」 にお

いて、付審判制度の問題点を分析 し、その活性化 に向け具体的改善方向を指示する。

(4)最 後 に、本論文 は、第四章 「検察官論の展望」において展望的総括を行 っている。先ず 同

章第一節 「当事者主義 の課題 と検察官論」において、本論文 は、「事実認定の適正化」 「手続 の適

正化」 に向けた裁判実務及び検察実務の動向を分析 した上 で、弁護権 を基軸 とす る当事者主義論

の発展 に こそ 「糾問主義的検察官司法」克服の鍵があること、当事者主義論 に適合 しこれを支 え

る検察官論 として 「行政官一 当事者性」論 と、内在的訴追抑制 の根拠 となる 「市民 の公訴権」

理念 とが正当性を持っ こと、「市民の公訴権」理念の帰結 として、① 検察官 は市民 が付託 す る公

訴権の代理行使の機関であること、② 「市民の代理人」にふさわ しい組織原理 として独立性、身

分保障、市民的抑制が不可欠であること、③公訴権行使に対す る市民 の事後的抑制が実効化 され

なければならない ことなどを主張す る。

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

本論文は、検察官のあ り方(法 的地位)及 び検察権抑制のあり方を体系的に考究 した画期的研

究である。 これ迄 にも検察官 ない し検察制度について、その法的地位や組織上 の問題、 さ らには

その権限抑制 の手段等 にっいて個 々的に論 じた研究 は、検察官準司法官論、検察官客観義務論、
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公訴権濫用等 を始めとして多数 ある。本論文 は、 これ らの研究を批判的に踏まえっっ、次 の諸点

において優れて独 自性、独創性のある研究成果を上げ、研究水準 を高めた。

第一 に、検察官論を展開す るに当り現状分析、歴史的分析、イデオロギー分析、理論的分析等

を踏 まえた、際立 って独 自性、独創性のあるアプローチを採 っていることである。本論文 は、既

に見 たように、弁護権論を基軸 とした当事者主義論の基盤 の上 に 「市民 の代理人」 「市民 の公訴

権」の理念 を樹て、 これを媒介 として検察の組織及 び権限行使に対す る市民的抑制の理論 を導 き

出 し、「検察 の民主化」の課題を達成 しようとす る。 このようなアプ ローチは、 わが国 の刑事司

法全体及 び検察 の糾問的実態 に関する的確な分析 と、その改革 に向けて作動 しっつ ある現実的諸

契機 に関す る鋭 い洞察 とに立脚 して組み立て られており、本論文独 自のものである。 とくに、 こ

のアプローチの中軸をなす 「市民 の公訴権」理念 は、戦前 ・戦後を通 じ提唱 された ことのない独

創的 なものである。

第二に、本論文が 「市民 の代理権」「市民の公訴権」の理念 を提唱す るに当 り、 この理念が わ

が国刑事司法の現実的要請 に基づ くものであるのみならず、 自由主義的検察官論 として歴史的正

当性 を持っ ことを、 ドイッ検察制度の緻密な歴史的研究を通 じて鮮やかに論証 していることであ

る。その歴史的研究は、単 なる制度史研究ではな く、刑事司法及 び検察 のあり方をめ ぐる熾烈 な

イデオロギー的 ・理論 的対立状況の歴史的分析 を通 し 「市民 の代理人」「市民 の公訴権」 の理念

が 自由主義的検察官論 の系譜に属す るものであ り、その意味で歴史的正当性を持っ ことを論証 し

ようとする、明確な目的意識 に基づ くものである。そして この歴史的論証 は、帝国司法法典制定

関係資料 をはじあ とす る彪大 な文献 ・資料 に裏付 けられ成功 している。

第三 に、本論文が 「市民の公訴権」理念 に基づき検察、ひいては刑事司法の改革の方向性 と具

体的課題 とを明示す る高度の実践性を持っ ことである。「糾問主義的検察官 司法」 と も 「精密司

法」 とも呼ばれるわが国刑事司法の糾問的実態に対 し、本論文が 「弁護権 を中軸 とす る当事者主

議論 」を もって改革す る方向を打 ち出す とともに、この方 向に適合 ・整合 しこれを支え る検察官

論 を、理念及び組織上 ・権限上の具体的帰結 を含む全体象 として提示 したことの実践的意義 は極

めて大 きい。

このよ うに、本論文 は、その優れた独 自性、理論性、実践性 により検察官論 の研究水準 を高 め

たが、それのみならずそのアプローチ及び歴史的分析の鮮やかな手法 は、刑事訴訟法学界 に対 し

大 きな刺激 を与 えるもの として高 く評価 され る。

以上 によって、本論文提 出者 は、博士(法 学)の 学位を授与 されるに値す るもの と認 める。
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